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1 目的と適用期間 
神戸市消防局（以下、「発注者」という。）とxxxxxxx（以下、「受託者」という。）が締結す

る神戸市消防局消防指令・情報システム開発・構築整備・運用保守業務（以下、「本業務」とい

う。）において、受託者が提供する消防情報システム（以下、「新システム」という。）のサービ

スレベルの水準を保つため、本協定を締結する。 

本協定書の適用期間は、発注者及び受託者の合意による変更がない限り、「表１ 本協定書の適

用期間」のとおりとする。 

 

表１ 本協定書の適用期間 

適用開始日 適用終了日 

令和９年４月１日 

（新システム稼働日） 

令和 14 年３月 31 日 

 

2 評価項目 
評価項目は、「表２ SLA 項目」のとおりとする。 

「表２ SLA 項目」のうち、減額対象の欄に「○」および「◎」が記載されているものは目標保

証型の SLA 項目として取り扱い、「○」については、年次報告において目標未達成の項目が 1 項目

でもあった場合は、ハードウェア／ソフトウェア提供業務、運用・保守業務及び移設支援業務に係

る当該年度分の支払予定額から 0.1％の減額を行う。「◎」については、１件ごとにハードウェア

／ソフトウェア提供業務、運用・保守業務及び移設支援業務に係る当該年度分の支払予定額から

0.3％の減額を行う。 

さらに、契約上の損害賠償は、SLA のペナルティとは別途請求できるものとする。 

その他の項目については努力目標型の SLA 項目として取り扱い、「表３ SLA 評価に係る会議体

設置要件」の報告会において目標未達成の項目があった場合は、1 ヶ月以内に対応方針について本

市に報告し、3ヶ月以内に対応を完了すること。 

 

表２ SLA 項目 

分

類 
項目 内容 目標値 測定方法 

減額

対象 

シ

ス

テ

ム

全

体 

受電不可

時間 

119 番通報受信について、受託者

の提供するサービスに起因し、指

令台だけでなく、直通電話等に切

り替えても受電できない状態の時

間を受電不可時間と定義し、以下

の計算式により得られる数値。 

（月間稼働率＝（月間総稼動時間−

累計受電不可時間）÷月間総稼動

時間×100） 

99.999% サーバの未

稼働時間を

監視機能や

ログ解析に

よって測定

する 

〇 

システム

稼働率 

（通話系） 

119 番通報受信について、受託者

の提供するサービスに起因し、一

部もしくは全体的にサービスの提

供が困難な状態の時間を障害時間

と定義し、以下の計算式により得

られる数値。 

（月間稼働率＝（月間総稼動時間−

累計障害時間）÷月間総稼動時間

99.99%以上 サーバの未

稼働時間を

監視機能や

ログ解析に

よって測定

する 

〇 



 

分

類 
項目 内容 目標値 測定方法 

減額

対象 

×100） 

但し、事前に告知し本市が承認す

る計画的な停止時間や、大規模災

害等の外部要因による停止時間は

除く。 

また、冗長化構成等により、片系

で問題なく機能している状態は、

障害時間として取り扱わない。 

なお、障害時間の起点は、本市が

受託者に不具合を報告した時間、

または受託者の監視により不具合

が発見され本市に通報した時間の

いずれか早い方の時間とする。ま

た、障害時間の終点は、本市が本

システムの正常稼働を確認した時

間とする。 

システム

稼働率 

（指令系） 

指令システムおよび指令系に係る

ネットワーク等について、受託者

の提供するサービスに起因し、一

部もしくは全体的にサービスの提

供が困難な状態の時間を障害時間

と定義し、以下の計算式により得

られる数値。 

（月間稼働率＝（月間総稼動時間−

累計障害時間）÷月間総稼動時間

×100） 

但し、事前に告知し本市が承認す

る計画的な停止時間や、大規模災

害等の外部要因による停止時間は

除く。 

また、冗長化構成等により、片系

で問題なく機能している状態は、

障害時間として取り扱わない。 

なお、障害時間の起点は、本市が

受託者に不具合を報告した時間、

または受託者の監視により不具合

が発見され本市に通報した時間の

いずれか早い方の時間とする。ま

た、障害時間の終点は本市にて本

システムの正常稼働が確認された

時間とする。 

99.95%以上 サーバの未

稼働時間を

監視機能や

ログ解析に

よって測定

する（端末

個別に係る

障害停止時

間は対象外

とする） 

○ 



 

分

類 
項目 内容 目標値 測定方法 

減額

対象 

システム

稼働率 

（OA 系） 

OA システム、OA 系に係るネットワ

ークに係るネットワーク等につい

て、受託者の提供するサービスに

起因し、一部もしくは全体的にサ

ービスの提供が困難な状態の時間

を障害時間と定義し、以下の計算

式により得られる数値。 

（月間稼働率＝（月間総稼動時間−

累計障害時間）÷月間総稼動時間

×100） 

但し、事前に告知し本市が承認す

る計画的な停止時間や、大規模災

害等の外部要因による停止時間は

除く。 

また、冗長化構成等により、片系

で問題なく機能している状態は、

障害時間として取り扱わない。 

なお、障害時間の起点は、本市が

受託者に不具合を報告した時間、

または受託者の監視により不具合

が発見され本市に通報した時間の

いずれか早い方の時間とする。ま

た、障害時間の終点は本市にて本

システムの正常稼働が確認された

時間とする。 

99.9%以上 サーバの未

稼働時間を

監視機能や

ログ解析に

よって測定

する（端末

個別に係る

障害停止時

間は対象外

とする） 

○ 

システム

稼働率 

（映像系） 

映像システムおよび映像系に係る

ネットワーク等について、受託者

の提供するサービスに起因し、一

部もしくは全体的にサービスの提

供が困難な状態の時間を障害時間

と定義し、以下の計算式により得

られる数値。 

（月間稼働率＝（月間総稼動時間−

累計障害時間）÷月間総稼動時間

×100） 

但し、事前に告知し本市が承認す

る計画的な停止時間や、大規模災

害等の外部要因による停止時間は

除く。 

また、冗長化構成等により、片系

で問題なく機能している状態は、

障害時間として取り扱わない。 

なお、障害時間の起点は、本市が

受託者に不具合を報告した時間、

または受託者の監視により不具合

が発見され本市に通報した時間の

いずれか早い方の時間とする。ま

た、障害時間の終点は本市にて本

システムの正常稼働が確認された

時間とする。 

99%以上 サーバの未

稼働時間を

監視機能や

ログ解析に

よって測定

する（端末

個別に係る

障害停止時

間は対象外

とする） 

○ 



 

分

類 
項目 内容 目標値 測定方法 

減額

対象 

重大障害

発生件数 

本調達範囲内の本システムやネッ

トワーク等の障害により、業務の

継続が困難なほどに性能が劣化し

た状態のうち、受託者の提供する

サービスに起因するものを重大障

害と定義し、重大障害の年間発生

件数で評価する。なお、冗長化構

成等により、片系で問題なく機能

している状態は、障害状態として

取り扱わない。 

0 件 同上 ◎ 

障

害

対

応 

障 害 検 知

の通知 

障害検知から本市の本システムの

管理者へ通知するまでの時間、も

しくは障害を検知した本市担当者

が連絡をしてから、事象を確認し

て折返し通知するまでの時間。 

20 分以内（時間外

の場合、１時間以

内又は 8:45 から 20

分以内のうち、短

い方。） 

受託者が作

成する障害

報告書によ

り確認す

る。 

 

保 守 作 業

着手 

障害検知から保守担当者が本シス

テムの保守作業に着手するまでの

時間。 

１時間以内を 95% 

同時発生時は２拠

点まで 

同上  

一 次 切 り

分け 

障害検知から推定される原因と対

処方針を本市担当者に通知するま

での時間。 

３時間以内（時間

外の場合、４時間

以内又は 8:45 から

３ 時 間 以 内 の う

ち、短い方。）を

95% 

同上 〇 

現地到着 発生している障害が現地対応を必

要とする障害の場合の、障害検知

から障害が発生している機器の設

置場所に到着する時間。 

本市危機管理セン

ターについては１

時間以内（時間外

の場合、２時間以

内又は 8:45 から１

時間以内のうち、

短い方。同時発生

時における被害調

査対象の拠点数は

最 大 ２ 拠 点 以

内。）、署所及び関

連施設については

２時間以内(時間外

の場合、３時間以

内又は 8:45 から２

時間以内のうち、

短い方。同時発生

時における被害調

査対象の拠点数は

最大２拠点以内）

を 95% 

同上  

一次報告 障害発生後、障害の原因及び対策

について報告を行うまでの時間

（途中経過でもよい）。 

１週間以内 同上  



 

分

類 
項目 内容 目標値 測定方法 

減額

対象 

障害復旧 障害検知から復旧が完了し、本市

の本システムの管理者へ復旧の連

絡を行うまでの時間。 

４時間（時間外は

８ 時間以内又は

8:45 から４時間以

内 の う ち 、 短 い

方。）を 90% 

同上  

バ

ッ

ク

ア

ッ

プ 

計 画 バ ッ

ク ア ッ プ

率 

事前に計画したバックアップが取

得できた回数を以下の計算式によ

り得られる数値で評価する。 

（計画バックアップ率＝（計画通

りにバックアップが完了した回

数）÷（計画バックアップ回数）

×100） 

 

99.5%以上 計画通りに

バックアッ

プが完了し

た回数をロ

グ解析によ

って確認す

る 

 

復旧時間 本システム設定領域、サーバの復

旧及び業務システムのバックアッ

プ領域からの復旧について、復旧

完了までの時間。 

８時間 受託者が作

成する障害

報告書によ

り確認す

る。 

 

リ
ス
ト
ア 

リ ス ト ア

成功率 

事前に計画通り取得した任意のバ

ックアップデータを用いた仮想マ

シンのリストア成功率。 

100% バックアッ

プデータの

リストア完

了をログ解

析によって

確認する。 

 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
機
器 

稼働率 以下の計算式により得られる数

値。 

（月間稼働率＝（月間総稼動時間−

累計障害時間）÷月間総稼動時間

×100） 

※累計障害時間：障害毎の障害発

生時間から障害復旧時間までの累

計時間 

但し、事前に告知し本市が承認す

る計画的な停止時間や、大規模災

害等の外部要因による停止時間は

除く。また、冗長化構成等によ

り、片系で問題なく機能している

状態は、障害時間として取り扱わ

ない。 

99.95%以上 稼働時間を

監視機能等

によって測

定する。 

〇 

障 害 復 旧

時間 

障害検知から復旧が完了し、本市

の本システムの管理者へ復旧の連

絡を行い、本システムの管理者が

復旧を確認するまでの時間。 

４時間以内（時間

外の場合、８時間

又は 8:45 から４時

間以内までの短い

方。） 

稼働時間を

監視機能等

によって測

定する。 

 

そ

の

他 

自 発 的 な

提案 

年１回の顧客満足度調査や第三者

による SLA 監査報告等のアセスメ

ントにより，１年間の改善方針を

定めること。 

年１回以上の具体的な改善提案を

行うこと。 

年１回以上の具体

的な改善提案 

有益性の評

価について

は，本市に

より評価 

 



 

分

類 
項目 内容 目標値 測定方法 

減額

対象 

受託者より提案のあった事項につ

いて，担当職員が本市にとっての

有益性（例えば，費用対効果が

100 万円以上等）を認め，実施計

画を担当職員が承認し，受託者が

実施した場合のみ，評価の対象と

する。 

有益性の評価については，本市に

より評価する。 

年度をまたがる提案内容の場合，

各年度３ヵ月以上の期間を必要と

する年度で評価の対象とする 

提案内容は，受託者が書面に取り

まとめ，担当職員へ提出すること 

評価は年単位で実施するため，年

度末に報告すること。 

 

3 SLA 評価実施体制 
  受託者は、SLA モニタリング手順書を策定し、サービスレベルのモニタリングを逐次実施するこ

と。モニタリング結果は、SLA 報告書として四半期及び年次の定期報告会において説明すること。 

 

表３ SLA 評価に係る会議体設置要件 

報告会種別 開催時期 報告方式 

四半期報告会 定期（４回/年） 四半期ごとの定例報告会において、SLA 項目につ

いて月間のモニタリング結果を報告すること。 
年次報告会 定期（１回/年） 年次の定例報告会において、SLA 項目について年

間のモニタリング結果を報告すること。本結果に

基づき、減額の有無を確認する。 
なお、開催は当年度の最後の四半期報告会と同時

開催として構わない。 
 
4 継続的なサービスレベル向上への取り組み 

SLA の遵守、品質の向上に向けて本市と受託者の双方が継続的に取り組めるよう、SLA 定期報告

の結果から、改善案等を検討すること。定期報告において改善案が双方の合意のもと確定した後、

受託者は改善計画書を本市に提出すること（改善計画書の構成は以下のとおりとする）。 

 
表４ サービス向上に向けた取り組み項目 

項目 内容 

状況分析 目標未達成の原因となった障害等の状況及び原因分析結果報

告 
再発防止策 再発防止策・予防策の具体的な提示 
導入スケジュール 再発防止策の導入スケジュール 

 

5 免責事項 
天災等の外部要因及び本市側の事由、本市が運用する物品などの障害等を原因として、SLA で定

めたサービス基準を達成できなくなった場合は、免責の対象とする。 



 

SLA 適用除外項目については、本市と受託者が協議の上、免責事項として定義する。 

 

6 協定外事項等の協議 
本協定に定める事項のほか、締結が必要な事項及び本協定に関して生じた疑義については、発注

者及び受託者の協議の上、定めるものとする。 

 以上 

 


